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Regional cconomics has a fcaturc that it necds morc complex analysis on thc quantities with additional regional 
(spatial) dimension compared with other field of economics. Shift-sharc Analysis is dcviscd to cope with these addi-
tional complexities that dccomposcs total change of variables into National (N)， Proportional (p) and Differential 
(D) effects. However thc rcsults (of especially differential cffccts) often exhibit various valucs which are difficult to 
mte中ret.
In this study， we represcnl shit-share analysis in 3・dimcnsionalindcx space， introduce dlal formalism (region-prior 
formalism)， and rewrite shift-sharc cquations in terms of LQ (locational cocfficicnt). Finally wc indicate that shift-
share analysis is intcrprctcd as thc tcmporal cxtcnsion of LQ concept and almost variation of diffcrcntial cffccts as 
residuals are explained by the changc of LQ. 
Case study is commcrcial structurc in Osaka City. The change of wholcsalc and rctail 44 catcgories in 24 wards in 
2002/2007 term is analyzcd by shift-share method， and following rcsllts are obtaincd: 1) National (N) effect reveals 
rather decrease in 5 years， 2) Catcgorically，‘department store and SC' ，‘other retai1s' .‘men's c1othing' fare rela-
tively wcll， 3) Regionally，‘CBD'，‘waterfront' and ‘north-east arcas' do rathcr wel1， and 4) Furthermore， 
‘books and stationary' in ‘housing districts' ，‘sports ge訂， toys and entertainment goods' in ‘north area' have dis-
tinctive characters. 
These regional diffcrential effects are predicted in terms of the changc of LQ Oocational cocfficient). Al1 variations 
of rcgional socio・economicquantitics are understandable by national， proportional， rcgional cffects and the change of 
LQ (locational cocfficicnt)， complctcly. 
Additionally， this ncw mcthod might have empirical as well as thcorctical significancc in thcsc day叫 whenregional 
inequity problcm is gctting morc and morc important. 
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p= ((E'a*/Ea*) ー (E'料/E料)) Ear ... (2) 
を比例効果 (ProportionalEffect) とし寸。






D= ((E'ar/Ear) ー (E'伽/E a*)) E ar ... (3) 
を考えることに相当するロこの(1) (2) (3)の一連の近似手続きがシフトシェア分析である D
比率問の関係式の方がわかりやすいので、全体をE訂で、除した世界で考える。すると、恒等式
(E'ar/Ear) = 
(E'料/E **) + 1 (E 'a*/ E ω) ー (E'料/E料)f + 1 ( E 'ar / E r*)ー(E 'a* / E a*) I 
に対応して、


















性であるカテゴリ(産業分析の場合は業種、インデイツクス a) を列ととるので、このこ者を xy底面(カ
テゴリ(産業分析の場合は業種)を y軸、地域を x軸)とし、時間変化軸を z軸とする 3次元空間を考える。
ここで、観測量(産業分析の場合は雇用者数など)を、上記のように、カテゴリ(a )と地域(r )のイ
ンデイツクスをそれぞれもった経済社会的変量
Ear (a = 1.... M:カテゴリ) (r=1.... N:地域)
とすると、シフトシェア分析に現れる量は、 t時点における、 Ear、Ea*(地域の総和をとったもの)、 E*r
(カテゴリの総和をとったもの)、 E料(地域・カテゴリの総和をとったもの)と、変化後の t'時点におけ





































E 'ar= I¥ + P + 0 ... (4) 
(全国効果)N = n . Ear ... (5) 
(比例効果) P = (σp-1) ・n. Ear ..・ ( 6 ) 
(差異効果) 0= (σd-1 ) ・σp.n . Ear ... (7) 
となる。
ただし、変数
(全国効果因子) n = E'料 /E料 ・・・(8 ) 
(比例効果因子)σp=(E 'a・/Ea・)/ (E'../E**) ・・・ ( 9 ) 







業構成に起悶する影響が残るので、「構成効果 (CompositionalEITecl) _]と1子ぶことができるだろう c
ここで従来のカテゴリ重視の隊式を形式 I、地域重視の株式を形式日と呼ぶことにすると、形式Eの
Formulationは、
E 'ar= N + R + C ・・・ (11) 
(全国効果) )l = n . Ear ・ ( 5 ) 
(地域効果) R= (σrー 1) . n . Ear .・・ ( 12) 







n =E'糾 /E料 ( 8 ) 
σr= (E '*r/ E可)/ (E' **/ E *)




















ところで、(9) (10) (14) (15) のような二重比率の量として、よく知られた指標に「立地係数
(Locational Coefficient) Jがある。これは、「ある地域 rの業種構成比率Ear/E吋を、全国平均Ea*/E柑で
規準化したものjであり、地域特化の程度をうまく示す非常に重要な指標である 2io
L訂= (Ear/E*r) / (Ea*/E料)
ここで、変化後の立地係数を








Lar= (Ear' E**) / (E伽・ E*r) (18) 




























= n . E** (20) 
=σp . Ea*・E'** (21) 
=σr . E *r. E' ** (2) 
=σd.五盆r.E '<1* (23) 
=σC.~. E'申r (24) 
= Lar . Ea*・E*r (25) 






n→ (σp、σr)→ (σd、σc)の順番で既知から未知へと変数の性格が移っていくと考える。まず、 n
は最も既知の量である。
n=E'林 /E料 ・・・ (27)
次に、 (21)/ (20) と (22)/ (20) より、
σp= n-I・ (E'加 /Ea*) ・・・ (28) 
σr= n-I・ (E '*r/E *r) ・・・ (29) 
また、もっとも未知の畳、 EarとE'arを消去する左いう方針をたてると、 (23) と (24)に、それぞれ (25)
(26)を代入することにより、
σd= n 1・ (E'*r/E*r) ・ (L'ar/ Lar) =σr' (L'ar/Lar) 





































e山)三 (E'加 /Ea*)業種ごと変化因子 ・・・ (32)
e (")r三 (E'*r/E*r)地域ごと変化因子 ・・・ (33)
1 ar三 (L'ar/L訂)立地係数変化 ・・・ (34)
という略語を使う 300 これらはすべて説明変数とみなすことができる。
目的変数(被説明変数)はE'ar、Ear、そして、以下で定義される一般の比率である。
e ar= (E 'ar/ Ear)一般の変化
すると、
σp= n 1. e OI (*) 
σr= n I・e (叫『
(28) ， 
(29) ， 
σd= n I・e 川 Ir・1ar=σr' 1 ar ... (30) ， 
σc = n 1. e a I.! • 1 ar=σP' 1 ar ・・・ (31) ， 
となる。
以下、 Earで除した世界で考えると、
I形式のシフトシェア分析(5 )、 (4)、(6 )、(7 )は、
e ar= n + (σp-1 )・ n+(σd-1 )・ σp.n 
=n+ (ea(-)-n) +ea(・)n -1 (e(市・ Iar-n) 
H形式のシフトシェア分析(5 )、 (11)、(12)、(13) は、
e ar= n + (σr-1 )・ n+ (σc-1 )・(J'r. n 





が全国効果n、第 1次近似が比例効果 (ea(.)ー n)、第2次近似が差異効果ea(.) n -1 (e (市・ Iar-n)で
あり、 H形式では、第0次近似が全国効果n、第 1次近似が地域効果(e(・)r-n)、第 2次近似が構成効果







r(※) n、ea川、 eいけr、 1 arといった比率型の変数は明らかに 1のまわりで変動するjという事実を考








e a(*) -n 
e (*)r-n 
第2次近似
e a (*)n-' (e (*) r I ar-n ) 




。.:.)三 E'a"/ Ea. 
o !.:'，三 E'.r/E・r
1.，三 L'ar/ Ldr 
2 )一般に正負の値をとり、変動が複雑な残差項の正負を決定する因子は明らかに( )内である。これは、
I形式では、
e(・)r・Iar-n ..， (37) 
H形式では、

















( 1 )全国効果。この問、全区全業種の従業員数は、 E料=52万2733人から E'料=50万2953人へと約2
万人減少し、全国効果の因子n=E'林 /E料は、 0.962である。
( 2 )比例効果。すなわち、(全区の)業種ごとの変化因子から全国効果をヲ|いたもの e.(.:(=E'a*/ 
Eω) -nは、表 lに示した通りで、小売業で0.1を超えるのは 3業種のみしかなく、「百貨庖・総合スーパ
-Jが0.458、「他に分類されなしりj、売業jが0.234、「男子服小売業J0.181であった。この他には、小売業で
は、「靴・履物小売業Jr各種食料品小売業Jr食肉小売業Jr鮮魚小売業Jrその他の飲食料品小売業Jr医薬
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表1:大阪市の却売業・小売業の主要な産業小分類、全国効果、比例効果
全面効果
総数 <t.S82 ， =n 
カテコリa t:i列切1嬰
491 '!5t_吾里町諸冨品卸売業 -0.297 
501 金s・- ロ回目包 監(衣服.身の回り品を除く) -0.025 
502 衣 の匝 り品卸売業 -0.068 
511 基[居 産物却売業 -0.002 512 凶 帯箪 0.068 
521 建 i本4量1 0.029 
522 li ヒ柑偏 m .0.110 
523 鉱物・金岡本 閉売業 0;138 
524 再生. 0.097 
531 血九 iBl! I;ii!毘唖骨 0.032 
532 自動 売 0ー.036
533 11iJ言詞 一卸売業 -0.050 
539 |その の機1器具卸費 車 0.028 
541 家具・埋具・じ - 0.102 
542 医薬l1.化粧E令官1I:n:;;盆 -0.018 
549 他に 卜類されない卸売; O:~回7
551 百貨苫也の総各合jスー パー :0.458 
559 の 車商品小梧禦(~婁宥が常時50人未満のもの) -0.574 
561 r服・ rli也・ E具小売集 -0.163 
562 子H縞 震 O~181 563 入- 小売業 -0.009 
564 -阻知小罰;集 0.125. =ea{吋-n569 そ各の種他食の料組品物小売・衣業服・身の回り品小売業 一0.089
571 O.凶5
572 I~ 小売 -0.177 
573 肉小 i架; 、 0.011
574 i魚小 i健塁小奄集 ← 0.071 575 i菜・罫 -0.298 
576 子.1'¥ン1)、官製 -0.023 
577 *般 -0.076 
579 の の J料品小売業 0.011 
581 ヨ出 -0.088 
582 ~ti -0.021 
591 家主・軍基・畳小売薬 -0.067 
592 Ii$畠 虚国田小売業 0.067 
599 そ医の薬他品の・化じ粧ゅ品う器小小売売業業 -0.295 601 0;048 
602 |農 用品小売業 問嶋
603 燃 小売業 -0.071 
604 |聾 -文房具小売業 -0.157 
605 ス，、ー ツ用品・がん具・娯楽用品・楽器小売業 0.025， 
606 写耳機・写真材料小売業 ":0.01. 
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小長谷一之・牛場智「シフトシェア分析の 3次元(双対)表現による立地係数的定式化J 15 
差異効果=(立地係数変化)x 1.00 -1.01 




























1 )双対性 (dualitv) とは、政芳I!科学で、 Ilijじl人JHの羽象をι述するのに、 2つの形式・解釈がありうることを示す。ミ
クロ経済学の;i'i'[( ;q jÆfJ ，;~iì などで、?ìï .{~ ?í'のiI~j8選択を IÍ己述するの;二、マーシャル的{r.if象:幼 JIJ1比大化IlJ:W、HIJ接効用
|勾故と通常の'，I，;:'?tl羽政J とヒックス的抗伶(1'(.11]11判、化問題、 la小支出!日JtiとtlIiHti，;:要!立j故)の 2つの見}jがありうる
ことなとの行刊であるつ
2) I立地係数 (LocationalCoefficient) Jは、わが1<1で、は「特化係数jと1利工れることも多いが、 1:作的なH‘F祢l土、)Jj(4'1長通
f) Locational Cocflïcicntであるので、ここでは+~米の川 j去に従ったっまたわが1 1<1て、は、公営住宅家 lrctì:定において市un・ H
の立地条件の fh~N~ を点すため国土交通大litが件リilllf 十!の地仙i状況を勘案しO.7~ 1.6の範fJBのr}1でrlill!J付ごとに定める数
値を rÎj向.村立地係放と ilf~;:がまったくりIJ物である c
3) I(*)jという ι;J- を使った理山:土、添え下をもっ;止の指棋を単純に i*J に ii'l~ き換えた松利w: と別のもの(すなわち、
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e a(本)オ=三r[C t汀]、 e(*ir千三a[e ar])なので、それを区別する必'症があるためである。
4 )シフトシニア分析の結果をり也係政(特化係数J と比較して解釈するとし寸研究がf~:J えば小林 (2008) のように出さ
れてl、るが、本研究の結来によれば、シフトシニア分析の結果、特に民主Jl'((差異効果ないし柿造効果) :土、立地係数
i持化i系社)によってu'.Ji{， 1:: き去すことがlIfíj~で、河者にはヰ比正広!日l 係があることがわかるので、これも直接的に説
明できることになる。
5 )このiI~終 h灯式は、以ドの '1Ii.'，・;ーよを j!ifU、的に民間したものに.fII吋するり
(18) (19) より
e ar' n / e a ( "，)eい)rニ 1.げ
であるので、
e ar= e a 1"，. e r_ *)r 1 ar/ n 
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